電波法関係審査基準の一部を改正する訓令（案）に係る意見募集に対する意見
―固定局関係審査基準の改正等―

（平成22年９月30日～同年11月１日意見募集）

【意見提出：３者】
	意見提出者
	提出された意見
	意見に対する考え方

	東日本電信電話株式会社
	１．局種別審査基準における構成の見直しとして、旧方式の削除ならびに現行アナログ方式及び狭帯域デジタル方式について目的別審査基準への移行などを行うことについて、審査基準のスリム化および明確化となり、さらなる適正な運用が可能となることから賛成いたします。（第４条、第５条関係）
	今回の改正案に賛成されるご意見として承ります。


	
	２．より信頼性の高い回線設計法の導入を行うことについて、降雨減衰に対する電力マージンがより正確に算出できるようになり、今後の無線局導入において、より信頼性の高い電気通信サービス提供につながる可能性があることから賛成いたします。

さらに、「同一区間において、他の無線局の開設に伴い被干渉検討を行う場合には原則として被干渉側が用いた降雨減衰を適用すること」について、既存の無線局運用において、継続的な安定運用が可能となることから賛成致します。（第４条関係）
	

	西日本電信電話株式会社
	１．より信頼性の高い回線設計法の導入について

気象条件の変化に対応した見直しであり、今後の無線局導入において、より安定した回線運用が可能となると思われます。
	今回の改正案に賛成されるご意見として承ります。



	
	２．その他関係規定の見直し等について

使用空中線の特性基準を口径による制限から数値的な性能に変更することは、無線設備の工事設計の自由度を広げ、ルーラルエリアなどでの電波利用促進に寄与すると思われます。

局種別審査基準における旧方式の削除など構成の見直しを行い、現状にあわせて審査基準を整備することについては明瞭な運用が可能となるので賛成いたします。

従いまして、訓令案の通り改正することが適切であると考えます。
	

	電気事業連合会
	以下の項目において、以下のとおり変更願いたい。

○ビーム給電反射板損失の規定について

電波法関係審査基準（545頁）

別紙１　無線局の局種別審査基準（第４条関係）

別図第30号の２
２　電気事業用固定局の場合 

反射板で分割された各区間について別図第19号から求めた自由空間伝搬損失の和に、次式により算出した反射板の利得GR(dB)を加算した値とする。 
反射板と送信または受信空中線との距離が近接する場合は、両者の開口面間の位相差を考慮した理論補正（δ）を以下の計算式により求めるものとする。

本計算式は理論補正の数値積分式を多項近似した計算式であるが、実用上は十分な精度が得られる。
【理由】

今回提案した反射板損失計算式は多項式近似式であるが、本来の理論式は積分式である。

反射板損失計算式の背景となる理論式の存在を明確にするため、上記のとおり記載内容を変更致したい。
	ご指摘を踏まえ、ご意見の主旨をもとに、算式の意味をより明確にするよう今回の改正に反映させて頂きます。

	
	以下の項目において、以下のとおり変更願いたい。

○周波数帯の使用区分について

電波法関係審査基準（801頁）

別紙２　無線局の目的別審査基準（第５条関係）

２　公共業務用

イ（ウ）周波数帯の使用区分について

１無線区間の距離、周波数の有効利用及び既設無線局に混信を与えないこと等を考慮して、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の周波数の電波を使用するものとする。
ただし、１無線区間の距離が、短距離の回線であり、既設無線局から分岐又は延長する場合であって、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の同一周波数の繰り返し利用が可能と認められないときは、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の異周波数もしくは12GHz帯の周波数の電波を使用するものとする。
【理由】

現在、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の同一周波数の繰り返し利用ができない場合、6.5GHz帯又は7.5GHz帯のその他周波数の電波を利用しているとともに、1無線区間の距離が短距離の回線である場合は、12GHz帯の周波数の電波を利用している。

改正案では、短距離区間において、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の同一周波数の繰り返し利用が可能と認められないときは、12GHz帯の周波数の電波を使用することと規定されている。

電力では、これまでも原則として本案と同じ考え方で電波を利用しているが、総通局の指導の下、一部短距離区間において、混信や給電ロスによる回線マージン確保不可などを考慮し、繰り返し以外の6.5GHz帯又は7.5GHz帯の周波数を使用しているため、上記のとおり記載内容を変更致したい。
	ご指摘を踏まえ、特に必要な場合には、6.5GHz帯又は7.5GHzの異なる周波数の電波も使用できるよう、ご意見の主旨を今回の改正に反映させて頂きます。
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